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平成22年度 第７回 大阪府河川整備委員会　議事概要
日　時
：平成２２年9月21日（火）9:30～12:30
場　所
：大阪赤十字会館　302・303会議室
出席者
：山下委員長、多々納委員、中川委員、久委員、堀委員、堀野委員、宮本委員、橋下知事他
概　要
：　〔以下、○委員　●知事〕

槇尾川の治水手法について
【槇尾川の治水手法について】

· 個別の河川の議論になると氾濫シミュレーションの手法が議論となる。１洪水により算定した被害と治水経済調査マニュアル（案）で算定したものと、計算条件等を明確にわかりやすく比較整理した上で、被害算定方法の是非を議論すべき。
· リスク開示と治水手法の決定とは別に検討する。検討する降雨の種類は委員会で議論して決定してもらいたい。
· 槇尾川に対するこれまでやってきた議論をご破算にするのではなく、継続して議論して結論を出すべき。
· 80ﾐﾘ対策をするのに50年かかるので、当面の治水目標を設定することとしており、その検討にあたっては、80ﾐﾘ前提でない方法で議論してもらいたい。１年くらいのスパンで政策判断をする必要があると思っている。大きく変わりがないのであれば、詳細な方法を追求するのではなく、蓋然性でみて判断したい。
· 事務局が提案する河川の能力から地先の安全度を判断する方法について意見を伺いたい。
· 河川の能力から地先の安全度を判断する方法もあるかもしれないが、今までそれはしていない。局所改修で対応するために破堤箇所を特定する場合、1洪水ではすべての箇所を特定できない可能性があるのであれば、他の降雨で検証すればよい。

· モデル降雨、平成1年降雨、平成7年降雨および昭和31年の降雨くらいを対象に、氾濫シミュレーションを実施し、破堤箇所を局所対策すれば、おおよそ判断できると考える。事務局がそれ以外にも破堤しやすいと考える箇所が残っている場合は、その箇所を示し、委員会で議論すればよい。
· 堤防補強について、流下能力を向上させる計画には採用できず、治水手法の比較対象から外すという共通理解にはなっておらず、「５０ミリ河川改修＋局所改修＋堤防補強」案も比較対象とすべき。
· 「５０ミリ河川改修＋局所改修＋堤防補強」案については、Ｈ.Ｗ.Ｌ.までの効果のみをみる場合と、Ｈ.Ｗ.Ｌ.以上でも効果をみる場合の２つの結果を示すこと。
· 堤防補強の是非を議論したとしても、この委員会で結論が出るとは思えない。HWLも約束事であり、安全側でみるという理解である。

· 堤防補強については、日本の治水をどう変えるかという観点から、絶対避けては通れない問題であり、流下能力として認めないなどと初めからタブーとせずに、きちんと議論するべき。
· 堤防補強の考え方については、府が判断するための素材を提供してもらいたい。決定していただく必要はない。
【「今後の治水対策の進め方」に基づく河川毎の治水目標（仮設定）と、その目標達成に必要な総事業費（粗い精算）】
· 本来であればすべての河川の議論を踏まえ、個別の河川の実施を判断すべきであるが、槇尾川は結論を急ぐ必要があり、今後20～30年の治水目標達成に必要な事業費を試算した結果が、約4000～5000億円の範囲内であれば、槇尾川のハード整備は実施していく。
· 今後の治水対策の進め方で、将来目標の80ﾐﾘ対策は変更していないが、今後20～30年の治水対策の検討において、80ﾐﾘ対策を前提としないことをお伝えしたい。ただし、治水対策の効果については、80ﾐﾘ降雨に対する効果も意識しておくべき。
結　論

1 １洪水により算定した被害と治水経済調査マニュアル（案）で算定したものと、計算条件等を明確にわかりやすく比較整理した上で、被害算定方法の是非を議論する。

2 局所改修で対応するためには、破堤箇所を特定する必要があるが、1洪水ではすべての箇所を特定できない可能性があるため、いくつかの降雨パターンで検証する。

3 「５０ミリ河川改修＋局所改修」案に堤防補強を加える案についても、「河川改修＋ダム」案との比較対象とすること。その際には、Ｈ.Ｗ.Ｌ.までの効果のみをみる場合と、Ｈ.Ｗ.Ｌ.以上でも効果をみる場合の２つの結果を示すこと。堤防補強の効果の是非については、今後も引き続き議論する。
4 本来であればすべての河川の議論を踏まえ、個別の河川の実施を判断すべきだが、槇尾川は結論を急ぐ必要があり、今後20～30年の治水目標達成に必要な事業費を試算した結果が、約4000～5000億円の範囲内であれば、槇尾川のハード整備は実施していく。






